
証券コード：4073

第31期

定時株主総会
招集ご通知
日 時

2026年９月25日(金曜日)
午前11時（受付開始 午前10時30分）

場 所

千葉県佐倉市新町210
佐 倉 市 立 美 術 館 ４ 階 ホ ー ル
決議事項

第１号議案 資本金及び資本準備金の額の減少
並びに剰余金の処分の件

第２号議案 取締役７名選任の件

お知らせ
● 議決権の事前行使について
同封の議決権行使書面のご送付により、事前に議決権を
行使くださいますようお願い申し上げます。

議決権行使期限
2026年９月24日(木曜日) 午後６時まで



ご挨拶

1

代表取締役社長
髙 木 洋 介

株主の皆様には、平素より格別のご支援を賜り、心
より御礼申し上げます。

キャッシュレス決済を取り巻く事業環境は、消費
者・事業者双方のデジタル化ニーズの高まり、決済手
段の多様化、そしてセキュリティ・不正利用対策への
要請の高度化により、かつてない速さで変化を続けて
おります。こうした環境の中、当社は「安全・安心な
決済インフラを社会の隅々まで届ける」という使命の
もと、加盟店様・利用者様に信頼していただけるサー
ビスの提供に全社をあげて取り組んでおります。
当事業年度におきましては、AI活用により生産性を

向上させ、少数精鋭の体制で増収を実現いたしまし
た。今後も、AIの活用をさらに一段進め、持続的なコ
スト競争力の強化と収益性の向上を図ってまいりま
す。
一方で、決済業界における競争は激化の一途をたど

っており、当社を取り巻く経営環境は決して楽観視で
きるものではございません。
当社は創業以来培ってきた技術力と顧客基盤を最大

限に生かし、次の成長ステージに向けた投資を進める
とともに、コーポレート・ガバナンスの強化にも継続
して取り組み、企業価値の向上に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、引き続きご支援・ご
鞭撻を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上げま
す。

2026年９月
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証券コード 4073
2026年９月9日

（電子提供措置の開始日 2026年９月2日）
株 主 各 位

千葉県佐倉市王子台一丁目28番８号
株式会社ジィ・シィ企画
代表取締役社長 髙 木 洋 介

第31期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第31期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第31期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

【当社ウェブサイト】
https://www.gck.co.jp/ir/
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR情報」「IRライブラリ」「株主総会
関連資料」を順に選択いただき、ご確認ください。）

【東京証券取引所ウェブサイト】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ジィ・シィ企画」又
は「コード」に当社証券コード「4073」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」
を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認くださ
い。）

なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に議案
に対する賛否をご表示いただき、行使期限であります2026年９月24日（木曜日）午後６時まで
に到着するようご返送ください。

敬 具
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記
1. 日 時 2026年９月25日（金曜日）午前11時
2. 場 所 千葉県佐倉市新町210

佐倉市立美術館 ４階 ホール
3. 目的事項

報告事項 第31期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）事業報告及び計算
書類報告の件

決議事項
第１号議案 資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎議事の記録の正確性を確保するため、当日は議場のビデオ撮影を予定しております。会場後方からの撮影とし、ご出席株主様の容
姿が撮影されないよう配慮いたします。ご承知おきくださいますようお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載いたします。
◎会社法改正により、電子提供措置事項については、掲載している各ウェブサイトにアクセスの上ご確認いただくことを原則とし、
基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りすることとなりましたが、本株主総会においては、書面交付
請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。



同封の議決権行使書用紙に各議案に関する 
賛否をご表示の上、ご返送ください。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示が
ない場合は、賛成の意思表示をされたものとし
て取り扱わせていただきます。

電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、以下のいずれかの方法により議決
権のご行使をお願い申し上げます。

こちらに、議案の賛否をご記入ください。

株主総会に
当日ご出席される方

ご郵送で
議決権を行使される方

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、
会場受付にご提出ください。

2026年９月25日（金曜日）
午前11時（受付開始：午前10時30分）

2026年９月24日（木曜日）
午後６時到着分まで

早期投函の� �
お願い
行使期限までに到
着するようお早め
にご投函ください。

本冊子ご持参の
お願い
資 源 節 約 の ため、
本冊子をご持参くだ
さいますよう、お願
い申し上げます。

こちらを切り取ってご返送ください。
行使期限 株主総会開催日時

 賛成の場合 ⇒「賛」の欄に○印
 否認の場合 ⇒「否」の欄に○印

第１号議案

 全員賛成の場合 ⇒「賛」の欄に○印
 全員否認の場合 ⇒「否」の欄に○印
  一部の候補者を否認する場合 ⇒ 
「賛」の欄に○印をし、否認する候補者の番号をご記入くだ
さい。
  一部の候補者を賛成する場合 ⇒ 
「否」の欄に○印をし、賛成する候補者の番号をご記入くだ
さい。

第２号議案

議決権行使書のご記入方法

4

議決権行使についてのご案内



株主総会参考書類
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議案及び参考事項
第１号議案 資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分の件
１．資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分の目的

当社は、当事業年度において、411,913,950円の繰越利益剰余金の欠損を計上しており
ます。当該欠損を填補し、財務体質の健全化を図ることで機動的かつ柔軟な資本政策に備え
るとともに、将来の剰余配当等の株主還元策の実現を目指すことを目的として、資本金及び
資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分を行いたく存じます。
なお、本件は、払い戻しを行わない無償減資であり、発行済株式総数を変更することなく

資本金及び資本準備金の額を減少するものであるため、株主の皆様が所有する株式数に影響
を与えるものではございません。また、資本金及び資本準備金の額の減少によって当社の純
資産額及び発行済株式総数にも変更はございませんので、１株当たりの純資産額に変更を生
じるものではございません。

２．資本金及び資本準備金の額の減少の内容
会社法第447条第１項及び会社法第448条第１項の規定に基づき、以下のとおり資本金及

び資本準備金の額を減少し、これらをその他資本剰余金に振り替えるものです。
(1) 減少する資本金及び資本準備金の額

資本金の額 440,872,250円のうち、340,872,250円
資本準備金の額 324,472,250円のうち、69,521,700円

(2) 増加する資本剰余金の額
その他資本剰余金 410,393,950円

なお、上記各金額は2026年6月30日現在の資本金及び資本準備金の額を基礎として算定
したものであり、同日後に新株予約権の行使等により資本金又は資本準備金の額が増加した
場合であっても、当該増加額は本件減少額に含まれません。

３．剰余金の処分の内容
会社法第452条の規定に基づき、上記の資本金及び資本準備金の額の減少の効力発生を条

件に、以下のとおりその他資本剰余金を繰越利益剰余金に振り替えることで、欠損填補に充
当いたします。これにより、振替後の繰越利益剰余金の額はマイナス1,520,000円となりま
す。
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(1) 減少する剰余金の項目及びその額
その他資本剰余金 410,393,950円

(2) 増加する剰余金の項目及びその額
繰越利益剰余金 410,393,950円

４．資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分が効力を生ずる日
2026年10月31日（予定）
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第２号議案 取締役７名選任の件
取締役全員（７名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、取締役７名の選

任をお願いいたしたいと存じます。取締役会は、任意の指名・報酬委員会からの答申に基づき、
取締役候補者を決定しております。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号 氏 名 現在の地位及び担当 出席回数/

取締役会

１
か ね こ て つ じ

金 子 哲 司 再任 取締役会長 22回／22回

２
た か ぎ よ う す け

髙 木 洋 介 再任 代表取締役社長 22回／22回

３
ま る や ま ひ で ゆ き

丸 山 英 幸 再任 代表取締役副社長
経営管理本部長 22回／22回

４
か な ざ わ け ん い ち

金 澤 憲 一 再任 取締役
ペイメントビジネス本部長 22回／22回

５
に し だ み つ し

西 田 光 志
再任 独立役員
社外

取締役 22回／22回

６
く さ か べ すすむ

日下部 進
再任 独立役員
社外

取締役 22回／22回

７
お お た か あつし

大 高 敦 再任
社外 取締役 19回／22回

【参考】候補者一覧
社外 社外取締役候補者 独立役員 証券取引所届出独立役員
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候補者
番 号

１

か ね こ て つ じ

金 子 哲 司
再任

生年月日
1951年４月21日
取締役在任年数
31年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
22回／22回
所有する当社の株式数
1,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1974年 ４月 ㈱堀切バネ製作所（現：㈱ホリキリ）入社
1989年10月 セイコーシステム㈱（現：セイコーソリューショ

ンズ㈱）入社
1995年 ９月 ㈲ジィ・シィ企画（現：㈱ジィ・シィ企画）設立

代表取締役社長
2016年 ４月 当社代表取締役会長
2019年 ９月 当社取締役会長（現任）

取締役候補者とした理由
当社の創業者で、高い経営理念を掲げ強いリーダーシップで会社
を牽引してきた実績と、経営への幅広い知見を有していることか
ら、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

２

た か ぎ よ う す け

髙 木 洋 介
再任

生年月日
1979年６月30日
取締役在任年数
10年5ヶ月（本株主総会終結
時）
取締役会への出席状況
22回／22回
所有する当社の株式数
32,720株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
2000年 ４月 当社入社
2012年 ７月 当社執行役員

営業部長
2014年 ４月 当社執行役員

システムソリューション営業部長
2016年 ４月 当社取締役

ソリューション営業部長
2017年 １月 当社取締役

ペイメントビジネス本部長兼ソリューションセー
ルス部長

2024年 7 月 当社取締役
2024年 ９月 当社代表取締役社長
2025年 ７月 当社代表取締役社長兼ペイメントソリューション

本部長
2026年 ７月 当社代表取締役社長（現任）

取締役候補者とした理由
当社のペイメントビジネス本部を統括し事業拡大に多大な実績を
残しております。今後も継続的な事業拡大を推進するためには、
候補者の豊富な経験及び幅広い見識と、強いリーダーシップが必
要であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。



10

候補者
番 号

３

ま る や ま ひ で ゆ き

丸 山 英 幸
再任

生年月日
1978年８月13日
取締役在任年数
４年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
22回／22回
所有する当社の株式数
30,800株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1999年 ９月 ㈱ハッシュシステム設立 代表取締役社長
2003年 ４月 当社入社
2006年 ９月 当社営業部営業三課長
2008年 ７月 当社営業部アドバンストソリューション課長
2012年 ７月 当社営業部副部長
2014年 ４月 当社ペイメントビジネス本部カスタマーサービス

部副部長
2016年 ４月 当社執行役員

ペイメントビジネス本部カスタマーサービス部長
2022年 ７月 当社執行役員

経営管理本部長兼経営企画部長
2022年 9 月 当社取締役

経営管理本部長兼経営企画部長
2023年 9 月 当社取締役

経営管理本部長
2024年 9 月 当社取締役

経営管理本部長兼パーパスブランディング部長
2024年 9 月 当社代表取締役副社長

経営管理本部長兼パーパスブランディング部長
（現任）

取締役候補者とした理由
企業経営及び長きにわたる営業の成長戦略構築、当社運用部門内
で培った豊富な知識と経験を有しております。今後も継続的な事
業拡大を推進するためには、候補者の豊富な経験及び幅広い見識
と、強いリーダーシップが必要であると判断し、引き続き取締役
候補者といたしました。
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候補者
番 号

４

か な ざ わ け ん い ち

金 澤 憲 一
再任

生年月日
1971年12月23日
取締役在任年数
４年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
22回／22回
所有する当社の株式数
2,100株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1992年 ４月 ㈱都築ソフトウェア入社
2001年 １月 富士ソフト㈱入社
2017年 ４月 同社 情報ソリューション部課長
2018年10月 当社入社
2021年 ７月 当社インテグレーション本部副本部長
2022年 ７月 当社インテグレーション本部長
2022年 9 月 当社取締役

インテグレーション本部長
2024年 7 月 当社取締役

ペイメントビジネス本部長（現任）

取締役候補者とした理由
大型システム開発案件のプロジェクトマネージャ及び組織マネジ
メントの豊富な知識と経験を有しております。当社の継続的な事
業拡大を推進するためには、候補者の豊富な経験及び幅広い見識
と、強いリーダーシップが必要であると判断し、引き続き取締役
候補者といたしました。
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候補者
番 号

５

に し だ み つ し

西 田 光 志
再任 社外 独立役員

生年月日
1951年９月29日
取締役在任年数
６年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
22回／22回
所有する当社の株式数
0株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1977年 ４月 ㈱東洋情報システム（現：TISI㈱）入社
2001年 ６月 同社 取締役企画本部企画部長

兼同本部事業開発室長兼社長室長
2003年 ４月 同社 取締役企画部長兼事業開発室長
2004年 ４月 同社 取締役金融・カード第１事業部長
2005年10月 同社 取締役カード第２事業部長
2006年 ４月 同社 取締役事業統括本部カード第２事業部長
2008年 ４月 クオリカ㈱ 代表取締役社長
2013年 ４月 TISI㈱ 代表取締役副社長
2016年 ４月 同社 代表取締役副社長執行役員
2018年 ４月 同社 代表取締役
2018年 ９月 ㈱W&Bay consulting 代表取締役（現任）
2020年 ６月 ㈱エコミック 社外取締役（現任）
2020年 ９月 当社社外取締役（現任）
2021年12月 アイビーシー㈱ 社外取締役
2024年 ６月 ㈱デジタルガレージ 社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
他社での会社経営全般に関する経験・見識が豊富であり、当社経
営陣から独立した立場での経営全般に関する適切な助言が得られ
るものと判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

６

く さ か べ すすむ

日下部 進
再任 社外 独立役員

生年月日
1957年４月22日
取締役在任年数
４年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
22回／22回
所有する当社の株式数
0株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1981年 ４月 ソニー㈱（現：ソニーグループ㈱）入社
1988年 ４月 同社 情報処理研究所 係長
1999年 ４月 同社 総合研究所／中央研究所 開発課長
2001年 ４月 同社 Ｆｅlｉｃａ事業部 事業部長兼開発部長
2003年 ４月 同社 情報通信研究所 リサーチディレクター
2005年 ４月 三菱商事㈱ 生活産業グループ 新規事業アドバ

イザー
2009年 ８月 ＱＵＡＤＲＡＣ㈱ 代表取締役社長
2022年 ９月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
情報システム業界全般における技術者としての豊富な経験を有し
ており、かつ他社において代表取締役を歴任するなど豊富な経験
と見識に基づき、当社経営陣から独立した立場での経営全般に関
する適切な助言が得られるものと判断し、引き続き社外取締役候
補者といたしました。
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候補者
番 号

７

お お た か あつし

大 高 敦
再任 社外

生年月日
1970年３月３日
取締役在任年数
２年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
19回／22回
所有する当社の株式数
0株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1992年 ６月 三菱商事㈱入社
2002年 １月 同社 新機能事業グループ金融企画部 シニアマ

ネージャー
2002年 ４月 同社 コーポレートグループビジネスクリエーシ

ョン室 シニアマネージャー
2005年 ４月 同社 イノベーション事業グループビジネスクリ

エーション部 シニアマネージャー
2008年 ３月 ㈱トランザクション・メディア・ネットワークス

出向 代表取締役社長
2020年11月 同社転籍 代表取締役社長（現任）
2024年 ９月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
他会社において代表取締役を務めるなど企業経営者としての豊富
な経験と幅広い見識を有しており、かつ情報システム業界におけ
る豊富な経験を生かし、当社経営に対する有用な提言をいただけ
るものと判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。

（注）1. 所有する当社株式の数は2026年６月30日現在のものであります。
2. 各候補者と当社との間に特別な利害関係はありません。
3. 西田光志氏、日下部進氏及び大高敦氏は社外取締役候補者であります。
4. 当社は、西田光志氏及び日下部進氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所へ届け出ており、両氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定で
あります。

5. 当社は、西田光志氏、日下部進氏及び大高敦氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、損害賠償責任の限度額は、同法
第425条第１項に定める最低責任限度額としております。各氏の再任が承認された場合には、当該
契約を継続する予定であります。

6. 当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、
取締役がその職務執行に関して責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによ
り生じることがある損害を填補することとしております。ただし、犯罪行為や意図的に違法行為を
行った役員自身の損害等は補償対象外とするなど、取締役の執行の適正性が損なわれないようにす
るための措置を講じております。保険料は全額当社が負担しております。各候補者が取締役に選任
され就任した場合、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時におい
ても同内容での更新を予定しております。
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1 会社の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果

当事業年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果を背景に、緩
やかな回復基調となりました。一方で、継続的な物価上昇や為替相場の変動に加え、地政学
リスクの深刻化等、先行きは依然として不透明な状況が続いております。
当社が属する情報サービス産業においては、企業における業務効率化・競争力強化を図る

ためのIT投資意欲は堅調に推移しており、AIの活用、DXの推進、クラウドサービス導入・活
用に向けた取り組み等、今後も増加基調で推移するものと見込まれております。
経済産業省の発表（2025年3月31日）によれば、2024年のキャッシュレス決済比率は、

42.8％と政府目標である４割を達成しました。また、同省が公表した「2025年のキャッシ
ュレス決済比率を算出しました」（2026年3月31日）によれば、2025年のキャッシュレス
決済比率は国内指標で58.0%（従来の国際比較指標では46.3%）と堅調に上昇しており、将
来的な目標である80％及び2030年までに65%とする中間目標の達成に向けて、引き続きキ
ャッシュレス決済の推進に取り組む方針が示されています。なかでも、当社の主要な事業領
域であるクレジットカード決済は、他の決済手段に比べて依然として高いキャッシュレス決
済比率を占めております。
このような環境の中、当社はスーパーマーケット・ディスカウントストア等、小売業の新

規・既存顧客を中心に、キャッシュレス決済サービスにおける取扱ペイメント及び取扱端末
を拡充し、個々のお客様のニーズに沿ったソリューションを提供することでマーケットター
ゲットの拡大に取り組んでおります。
また、当社は、当社のその他関係会社である株式会社トランザクション・メディア・ネッ

トワークス（以下、「TMN社」という。）と資本業務提携契約を締結しており、決済事業領域
におけるTMN社と当社のサービス・機能を組み合わせ、顧客への提案力を強化することに継
続して取り組み、事業の拡大を図っております。
以上の結果、当事業年度における売上高は2,252,030千円（前年同期比22.1％増）、営業

利益は69,373千円（前年同期は営業損失80,040千円）、経常利益は33,498千円（前年同期
は経常損失115,610千円）、当期純利益は70,390千円（前年同期は当期純損失146,336千
円）となりました。
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セグメント別の経営成績は以下のとおりです。
（ペイメントインテグレーション事業）
ペイメントインテグレーション事業は、受託開発売上、端末販売ともに増加し、前年同期

に比べて増収となりました。特に端末販売が好調であった影響等から、黒字化しました。
以上の結果、売上高は1,220,063千円（前年同期比69.2%増）、セグメント利益（営業利

益）は82,867千円（前年同期は60,138千円のセグメント損失）となりました。
（ペイメントサービス事業）
ペイメントサービス事業のうち、決済ASPサービス、保守運用サービスの提供等をストッ

ク売上として計上しております。当事業年度においては、一部サービスの終了等もあったも
のの、サービス追加の影響により、堅調に推移いたしました。
一方で、サブスクについては、継続的なサービスの提供による分はストック売上として計

上し、決済端末貸与分については、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）
を適用し、リース取引開始日に売上高と売上原価を計上しております。サブスク大型案件の
影響があった前年同期に比べ、関連する売上高と売上原価が減少しました。
以上の結果、売上高は1,031,966千円（前年同期比8.1%減）、セグメント利益（営業利益）

は25,147千円（同38.9%減）となりました。

事業区分 売上高（千円） 構成比（％） 前事業年度比（％）

ペイメントインテグレーション事業 1,220,063 54.2 169.2

ペ イ メ ン ト サ ー ビ ス 事 業 1,031,966 45.8 91.9

合 計 2,252,030 100.0 122.1

(2) 設備投資の状況
当事業年度において実施した設備投資の総額は、399,517千円であり、その主なものは

次のとおりです。
① サーバー等機器類の購入 4,515千円
② 自社利用ソフトウエアの開発 390,331千円
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(3) 資金調達の状況
当事業年度において、主に運転資金のため、金融機関より短期借入金108,500千円、長

期借入金100,000千円の資金調達を行っております。また、取引銀行と当座貸越契約及び
コミットメントライン契約550,000千円を締結しており、当事業年度末での未実行残高は
ありません。

(4) 対処すべき課題
当社では、キャッシュレス決済分野に特化した高品質なサービスの提供により、業界にお

ける存在価値を高めるため、以下の課題に取り組み、経営基盤の強化を図ってまいります。

① システム開発力と競争力の強化
当社は、長年蓄積されたノウハウを生かし、多様なキャッシュレス決済ニーズに対応し

たシステムを提供しております。情報通信の技術革新は日進月歩であり、常に新技術、新
サービスが出現する状況です。当社は競争力のある商品・サービスをお客様にご提供する
ために、それらの技術やサービスをタイムリーにキャッチし、先行して対応することが重
要と認識しております。システム開発においては、プロジェクトの見える化を推進し、問
題点の把握・早急な対応策の実施等を通して、品質、コスト、納期の三面からの管理に取
り組んでおります。また、リリース時の検証に十分な時間をかけ、安全性と信頼性の高い
システムとサービスの提供に取り組んでまいります。

② 優秀な人材の確保及び育成
当社は、新しい技術への対応が常に要求される事業を営んでおります。最先端の技術を

習得し、高度な技術力に裏付けられた、顧客にとって使いやすく、顧客業務の効率化に資
する商品・サービスの提供を目指しております。高品質なサービスの企画・開発力が競争
力の源泉になると認識しておりますが、その確保のためには、優秀なスタッフと、組織体
制を整備していくことが必要になると考え、人材の採用を計画的に進めるとともに、従業
員が働きやすい環境の整備、人事制度の構築、人材育成のための研修などを行ってまいり
ます。
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③ サービス品質の向上
当社は、サービスの一層の品質向上に向けて、開発技術の精錬に努め、トラブルや不具

合などが発生しないよう保守及び運用サービスを強化するとともに、品質保証による信頼
を獲得、維持することが重要であると考えております。そのため、品質マネジメントシス
テムの国際標準規格であるISO 9001の認証を取得し、継続的な改善に努めております。
引き続き、品質管理を徹底し、企業価値の向上に努めてまいります。

④ 情報セキュリティの強化
当社が提供するシステムやサービスの顧客数が増加しデータの規模が拡大するのに伴

い、外部からの不正な手段による侵入等によって、決済情報やクレジットカード情報等の
重要なデータが消去される、あるいは、外部に流出するリスクも増加することになりま
す。これらの情報の保護等の体制強化のため、当社は情報セキュリティマネジメントシス
テムの国際標準規格であるISO/IEC 27001及びクレジットカード情報保護におけるセキ
ュリティ基準であるPCI DSS（Payment Card Industry Data Security Standards）
の認証を取得しておりますが、在宅ワークの普及や、情報犯罪の高度化により、情報漏洩
又はコンピュータウィルスの侵入リスク等に晒されていることを認識しております。その
ため、情報セキュリティ事務局を置き、情報管理やアクセス管理を実施するとともに、情
報の取扱いに関する教育・訓練等を含め、情報セキュリティ管理体制の継続的な強化に努
めてまいります。

⑤ 内部管理体制の強化
当社は、今後の事業環境の変化に対応し、継続的な事業拡大を進めるためには内部管理

体制の強化が重要であると認識しております。社内規程や業務マニュアルの運用、定期的
な社内研修の実施を通じてコンプライアンス体制の強化を行い、コーポレート・ガバナン
スを充実していくことで、リスク管理の徹底や業務の効率化を図ってまいります。

⑥ 収益力の向上
持続的な成長を実現するためには収益基盤の強化が必要であると考えており、営業アラ

イアンス先を拡充、特にカード会社との連携を強化することにより、新規顧客獲得を図っ
てまいります。既存ビジネスに加え、国際ブランド決済ネットワーク接続サービスや決済
端末サブスクリプションサービスによるストック売上の拡大に取り組んでおります。ま
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た、TMN社との業務提携を深化し、決済領域において当社のサービス・機能を組み合わ
せ、顧客への提案力強化を図ることで、事業の成長に取り組んでまいります。
費用面につきましては、全社的な予算実績管理の徹底を継続し、固定費を中心に費用削

減を図り、一層の収益力向上に努めてまいります。

(5) 財産及び損益の状況の推移
第28期 第29期 第30期 第31期
2023年
６月期

2024年
６月期

2025年
６月期

2026年
６月期

売 上 高（千円） 1,549,384 1,740,431 1,844,329 2,252,030

経常利益又は経常損失（△）（千円） △297,628 44,702 △115,610 33,498

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） △773,815 72,602 △146,336 70,390

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）（円） △310円40銭 29円07銭 △58円39銭 27円84銭

総 資 産 額（千円） 1,571,214 1,764,860 2,004,527 1,998,536

純 資 産 額（千円） 340,279 415,451 270,015 354,781

１株当たり純資産額（円） 136円38銭 165円82銭 107円51銭 139円84銭

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しており、
１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数により算出しております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
該当事項はありません。

③ 重要な関係会社の状況
会社名 所在地 資本金 当社への議決権

比率 主要な事業内容

株式会社トランザクション・
メディア・ネットワークス

東京都
中央区 6,166,343千円 24.76％

電子決済サービスの開発及び提供、
情報プロセシングサービスの開発及
び提供
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(7) 主要な事業内容（2026年６月30日現在）
当社は、クレジットカード、デビットカード、電子マネー等の決済システムをオンプレミ

ス型とクラウド型で提供するキャッシュレス決済サービス事業を行っており、事業内容は以
下のとおりであります。

事業区分 主要な事業内容

ペイメントインテグレーション事業
（フロービジネス）

・決済システムの設計・開発・導入・販売
・決済端末アプリケーションの設計・開発・導入・販売
・決済端末の販売
・システム機器の販売、ソフトウェアやシステムインフラ基盤に関する設
計・開発・導入・販売

ペイメントサービス事業
（ストックビジネス）

・決済ASPサービス（クラウド型）の提供
・保守運用サービスの提供
・決済端末のサブスク型販売
・決済代行サービスの提供
・ソフトウェアの保守、ハードウェアの保守、BPOサービスの提供

(8) 主要な営業所及び工場（2026年６月30日現在）
名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 千 葉 県 佐 倉 市 東 京 事 務 所 東 京 都 港 区

米 沢 事 務 所 山 形 県 米 沢 市 札幌R&Dセンター 北 海 道 札 幌 市

データセンター 神 奈 川 県 横 浜 市

(9) 従業員の状況（2026年６月30日現在）
従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

113名 4名（減） 42.9歳 9.0年

（注） 上記従業員数には、使用人兼務取締役及び臨時従業員を含んでおりません。
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(10) 主要な借入先（2026年６月30日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 千 葉 銀 行 750,964千円

株式会社トランザクション・メディア・ネットワークス 395,824千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 73,934千円

株 式 会 社 京 葉 銀 行 60,000千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 50,000千円

(11) その他会社の現況に関する重要な事項
訴訟について
当社は、株式会社モビリティ及びモビリティ・エックス株式会社（以下「原告ら」）より、

当社の販売する決済端末を利用した決済システムが原告らの特許権及び当該特許権の専用実
施権を侵害することによって損害を被ったとして、2021年７月12日付けで特許権侵害に基
づく損害賠償請求の提起を受け、また株式会社モビリティから2021年９月14日付けで審理
対象期間を追加する訴えの提起を受け、これらは東京地方裁判所において併合して審理され
ておりましたが、東京地方裁判所から、2024年３月22日、原告らの請求をいずれも棄却す
る旨の第一審判決の言い渡しがありました。
原告らは第一審判決を不服として、2024年４月３日、知的財産高等裁判所に第一審判決

の取消等を求めて控訴しておりましたが、知的財産高等裁判所から、2025年５月８日、原
告らの請求をいずれも棄却する旨の第二審判決の言い渡しがありました。
原告らは第二審判決を不服として、2025年５月20日、最高裁判所に上告兼上告受理申立

てをしておりましたが、最高裁判所から、2026年１月７日付けで上告棄却、上告不受理の
決定がなされました。
また、当社は、株式会社モビリティ及び外１名（以下「モビリティら」）に対し、2021年

8月31日付けで、不正競争防止法等に基づき損害賠償請求をする本訴を提起しており、モビ
リティらは、当社の本訴提起が、故意又は過失によってモビリティらの権利又は法律上保護
される利益を侵害し、これにより有形及び無形の損害を被ったとして、当社に対し損害賠償
又は謝罪を求める反訴を提起しましたが、東京地方裁判所から、2024年３月22日、当社の
本訴に係る請求、モビリティらの反訴にかかる請求は、いずれも棄却する旨等の第一審判決
の言い渡しがありました。
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モビリティらは第一審判決を不服として、2024年４月５日に知的財産高等裁判所に第一
審判決の取消等を求めて控訴を提起しておりました。当社も、2024年４月４日に同様に控
訴を提起し、後に控訴審において請求の追加をしておりましたが、知的財産高等裁判所か
ら、2025年５月８日、モビリティらの請求、当社の請求をいずれも棄却する旨等の第二審
判決の言い渡しがありました。
当社は第二審判決を不服として、2025年５月21日、最高裁判所に上告兼上告受理申立て

をしておりましたが、最高裁判所から、2026年１月７日付けで上告棄却、上告不受理の決
定がなされました。
これをもって、当該一連の訴訟は全て終結いたしました。
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2 会社の株式に関する事項（2026年6月30日現在）
(1) 発行可能株式総数 8,000,000株

(2) 発行済株式の総数 2,537,043株（自己株式 2,017株除く）

(3) 株主数 1,227名

(4) 大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社トランザクション・メディア・ネットワークス 628,000株 24.75％

株式会社コミューン 289,440 11.41

株式会社アイネット 160,000 6.31

矢ヶ部 啓一 100,300 3.95

金子 京子 84,400 3.33

ジィ・シィ企画従業員持株会 81,340 3.21

株式会社ＳＢＩ証券 79,244 3.12

小坂 大輔 73,000 2.88

坂井 正人 65,100 2.57

髙橋 惠二 45,760 1.80

（注） 持株比率は、自己株式（2,017株）を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
区 分 株 式 数 交 付 対 象 者 数

取締役
（社外取締役を除く） 4,000株 ４名

（注） 当社の株式報酬の内容につきましては、「４.(４)取締役及び監査役の報酬等」に記載しております。

(6) その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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3 会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当事業年度末日における当社役員が有する新株予約権等の状況

① 第５回新株予約権（2016年９月21日開催の第21期定時株主総会決議による）
a 新株予約権の数

950個（新株予約権１個につき40株）
b 新株予約権の目的である株式の種類及び数

当社普通株式 38,000株
c 新株予約権の発行価額

無償
d 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１株あたり 250円
e 新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額

１株あたり 125円
f 新株予約権の行使期間

2016年９月21日から2026年９月20日まで
g 新株予約権の主な行使の条件

新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社関係会社の取締役、監査役、顧
問又は従業員その他これに準ずる地位にあることを要する。但し、任期満了による退
任又は定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りでは
ない。

h 新株予約権の取得事由及び条件
ア．当社が消滅会社となる合併契約又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは

株式移転計画が株主総会又は取締役会で承認されたときは、当社取締役会が別途決
定する日において、新株予約権を無償で取得することができる。

イ．新株予約権者が、新株予約権の行使の条件の定めにより新株予約権の全部又は一部
を行使することができなくなった場合は、当社はその新株予約権を無償で取得する
ことができる。
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当社取締役、その他の役員の保有する新株予約権の区分別合計
区 分 新株予約権の数 目的となる株式の数 保 有 者 数

取締役
（社外取締役を除く） 580個 23,200株 1名

（注） 当社は、2021年３月12日付で普通株式１株につき40株の割合で株式分割を行っております。株式分割
により「新株予約権の目的である株式の種類及び数」、「新株予約権の行使に際して出資される財産の価
額」、「新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額」は調整されております。

② 第６回新株予約権（2018年９月27日開催の第23期定時株主総会決議及び2019年５月
31日開催の取締役会決議による）

a 新株予約権の数
240個（新株予約権１個につき40株）

b 新株予約権の目的である株式の種類及び数
当社普通株式 9,600株

c 新株予約権の発行価額
無償

d 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１株あたり 300円

e 新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額
１株あたり 150円

f 新株予約権の行使期間
2021年７月１日から2028年６月30日まで

g 新株予約権の主な行使の条件
新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社関係会社の取締役、監査役、顧
問又は従業員その他これに準ずる地位にあることを要する。但し、任期満了による退
任又は定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りでは
ない。
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h 新株予約権の取得事由及び条件
ア．当社が消滅会社となる合併契約又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは

株式移転計画が株主総会又は取締役会で承認されたときは、当社取締役会が別途決
定する日において、新株予約権を無償で取得することができる。

イ．新株予約権者が、新株予約権の行使の条件の定めにより新株予約権の全部又は一部
を行使することができなくなった場合は、当社はその新株予約権を無償で取得する
ことができる。

当社取締役、その他の役員の保有する新株予約権の区分別合計
区 分 新株予約権の数 目的となる株式の数 保 有 者 数

取締役
（社外取締役を除く） 30個 1,200株 1名

（注） 当社は、2021年３月12日付で普通株式１株につき40株の割合で株式分割を行っております。株式分割
により「新株予約権の目的である株式の種類及び数」、「新株予約権の行使に際して出資される財産の価
額」、「新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額」は調整されております。

(2) 当事業年度中に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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4 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等（2026年６月30日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 金 子 哲 司

代 表 取 締 役 社 長 髙 木 洋 介 ペイメントソリューション本部長

代表取締役副社長 丸 山 英 幸 経営管理本部長兼パーパスブランディング部長

取 締 役 金 澤 憲 一 ペイメントビジネス本部長

取 締 役 西 田 光 志
㈱W&Bay consulting代表取締役
㈱エコミック社外取締役
㈱デジタルガレージ社外取締役

取 締 役 日下部 進

取 締 役 大 高 敦 ㈱トランザクション・メディア・ネットワークス代表取締役
社長

常 勤 監 査 役 小 坂 大 輔

監 査 役 中 村 敏 宏

監 査 役 齋 藤 浩 史

齋藤公認会計士事務所所長
㈱柏の葉キャピタルCEO
㈱TBC顧問
㈱AGSコンサルティング監査役
㈱AGS FAS監査役

監 査 役 阿 部 通 子 八雲法律事務所弁護士

（注）1. 取締役 西田光志氏、日下部進氏及び大高敦氏は、社外取締役であります。
2. 監査役 中村敏宏氏、齋藤浩史氏及び阿部通子氏は、社外監査役であります。
3. 監査役 齋藤浩史氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。
4. 監査役 阿部通子氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務及び法律に関する相当程度の知見を

有するものであります。
5. 当社は、取締役西田光志氏及び日下部進氏、監査役中村敏宏氏、齋藤浩史氏及び阿部通子氏を東京

証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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(2) 責任限定契約の内容の概要
当社と各取締役（業務執行取締役等である者を除く）及び各監査役は、会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま
す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限
度額としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結し、当該契約は被保険者が業務の執行に起因して損害賠償請求を受ける場合におい
て、法律上の損害賠償金や訴訟費用を支払うことにより生じる損害を当該保険契約により填
補することとしております。ただし、被保険者の故意による法令違反、犯罪行為に起因して
生じた損害等は補償対象外とするなど、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないよう
にするための措置を講じております。
当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は取締役、監査役、執行役員及び管理職従業員等

であり、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等
① 当事業年度に係る報酬等の総額

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員
の員数（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役
（うち社外取締役）

95,849
（10,320）

95,280
（10,320）

ー
（−）

569
（−）

６
（２）

監査役
（うち社外監査役）

20,160
（12,360）

20,160
（12,360）

ー
（−）

ー
（−）

４
（３）

合計
（うち社外役員）

116,009
（22,680）

115,440
（22,680）

ー
（−）

569
（−）

10
（５）

（注）1． 当事業年度末日現在の取締役は７名（うち社外取締役は３名）、監査役は４名（うち社外監査役は３
名）であります。上記の取締役の支給人員と相違しておりますのは、無報酬の社外取締役１名を含
めていないためであります。

2． 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
3． 非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬制度に基づく当事業年度における費用計上額を記載しており

ます。
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② 役員の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
当社の取締役の報酬額は、2021年９月29日開催の定時株主総会において、年額

200,000千円以内（うち、社外取締役分は年額16,000千円以内、使用人兼務取締役の使
用人分給与は含まない）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員
数は７名（うち、社外取締役は２名）です。
また、2025年９月26日開催の定時株主総会において、当社の企業価値の持続的な向上

を図るインセンティブの付与及び株主との一層の価値共有を進めることを目的とした取締
役（社外取締役を除く）を対象とする譲渡制限付株式報酬制度の導入と、その報酬として
支給される金銭報酬債権の総額を、上記の報酬枠とは別枠で年額40,000千円以内とする
ことを決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の
員数は４名です。
監査役の報酬額は、2021年９月29日開催の定時株主総会において、年額30,000千円

以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する方針
当社は、コーポレート・ガバナンス体制のより一層の強化を図るため、取締役会の諮問

機関として取締役の報酬等の内容を検討するため、任意の指名・報酬委員会を設置してお
ります。委員会の構成メンバーは４名で、うち３名は委員長も含め社外取締役としており
ます。
取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針について、取締役会により決議しており

ます。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議をする内容について指名・報酬委
員会へ諮問し、答申を受けております。
また、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の決定方法が当該決

定方針と整合していることや、報酬等の内容等について当該決定方針と整合するものとし
て指名・報酬委員会の答申を尊重し決定されていることを確認しており、当該決定方針に
沿うものであると判断しております。
取締役の個人別報酬等の内容に係る決定方針の内容は、次のとおりです。

a 基本方針
当社の取締役報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分機能

するよう、個々の取締役の報酬の決定に際しては、役位、職責、貢献度等を踏まえた適
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正な水準とすることを基本方針とし、毎月固定額を支給する「基本報酬」と、当該事業
年度の業績に連動した「業績連動報酬」並びに非金銭報酬である「譲渡制限付株式報
酬」によって構成されております。監督機能を担う業務執行を行わない社外取締役につ
いては、その職務に鑑み、基本報酬のみとし、監査役については、株主総会決議により
定められた監査役報酬の枠内で、監査役の協議により決定しております。
種類別の報酬割合については、当社と同様の業態に属する企業の報酬水準等を踏ま

え、当社の特性を考慮した上で、基本報酬額をベースとして定め、その役位・職責・貢
献度等を考慮して、業績連動報酬並びに譲渡制限付株式報酬の割合について、指名・報
酬委員会にて検討を行うものとしております。

b 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
・個人別の報酬額については、指名・報酬委員会にて検討を行うものとし、取締役会
は、指名・報酬委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示された範囲内で取締役の個
人別の報酬等の内容を決定することとしております。

・取締役の基本報酬は、月額の固定報酬とし、株主総会で決議された報酬限度額の範囲
内で、役位、職責、貢献度等に応じて総合的に勘案して決定することとしておりま
す。

・取締役（社外取締役を除く）の業績連動報酬等は、各取締役の職責に基づき、各事業
年度の営業利益率に基づいた支給割合が設定されております。その理由は、当社が経
営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標を営業利益率としており、業績
連動報酬の算定の基礎とする指標として適していると判断したためであります。ま
た、譲渡制限付株式報酬は、株主総会で決議された報酬限度額及び上限付与数の範囲
内で、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分機能するよう、総合
的に勘案して決定することとしています。
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(5) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役西田光志氏は、株式会社W&Bay consultingの代表取締役、株式会社エコミッ
ク及び株式会社デジタルガレージの社外取締役であります。当社と各兼職先との間には
特別の関係はありません。

・取締役大高敦氏は、当社の主要株主である株式会社トランザクション・メディア・ネッ
トワークスの代表取締役社長であります。当社は同社との間に資本業務提携契約を締結
しており、資金の借入、受託開発等の取引があります。

・監査役齋藤浩史氏は、齋藤公認会計士事務所の所長、株式会社柏の葉キャピタルの
CEO、株式会社TBCの顧問、株式会社AGSコンサルティング及び株式会社AGS FASの
監査役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役阿部通子氏は、八雲法律事務所所属の弁護士であります。当社と兼職先との間に
は特別の関係はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況
氏 名 地 位 主な活動状況

西 田 光 志 取 締 役

当事業年度開催の取締役会22回全てに出席し、経営陣から独立した
立場で、当社の経営に関して本質的な課題やリスクを把握した上
で、情報サービス業界における豊富な経験と知識に基づく提言・助
言などを積極的に述べ、当社の企業価値向上に資する役割を果たし
ております。また、取締役会の任意の諮問機関である指名・報酬委
員会の委員に就任しております。

日 下 部 進 取 締 役

当事業年度開催の取締役会22回全てに出席し、経営陣から独立した
立場で、情報システム業界全般における技術者としての豊富な経験
及び経営全般に関する豊富な経験と見識に基づき、積極的な意見を
述べ、当社の企業価値向上に資する役割を果たしております。ま
た、取締役会の任意の諮問機関である指名・報酬委員会の委員に就
任しております。

大 高 敦 取 締 役

当事業年度開催の取締役会22回中19回出席し、企業経営者として
の豊富な経験と幅広い見識及び情報システム業界における豊富な経
験に基づき取締役会において、監督・助言などを積極的に述べ、意
思決定の妥当性・適切性を確保するための適切な役割を果たしてお
ります。また、取締役会の任意の諮問機関である指名・報酬委員会
の委員に就任しております。

中 村 敏 宏 監 査 役

当事業年度開催の取締役会22回全てに出席し、同業他社で経営者と
して長年務めた豊富な経験から積極的に意見を述べており、経営か
ら独立し、客観的な立場から監督、助言等を行うなど、意思決定の
妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。
また、監査役会14回全てに出席し、当社のガバナンスやコンプライ
アンス等に係る監査上の諸問題について、適宜必要な発言を行って
おります。

齋 藤 浩 史 監 査 役

当事業年度開催の取締役会には22回全てに出席し、公認会計士とし
て培われた企業会計に関する専門的な知識や経験を活かし、取締役
会において、適宜、質問、意見を述べるなど、社外の独立した立場
から、取締役の職務の執行の監査を行っております。
また、監査役会14回全てに出席し、適宜必要な発言を行っておりま
す。

阿 部 通 子 監 査 役

当事業年度開催の取締役会22回全てに出席し、弁護士としての見地
から意見を述べており、特に社内規程の改定やコンプライアンス上
の諸問題について、専門的な立場から助言を行うなど、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま
す。
また、監査役会14回全てに出席し、適宜必要な発言を行っておりま
す。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条第２項の規定に基づき、取締役
会決議があったものとみなす書面決議が２回ありました。
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5 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 37,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 37,000千円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報
酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画、監査業務の進行状況及び概算見積もり等が当社の規模や内容
に対して適切であるか否かの検証を行い、会計監査人の報酬等について同意の判断を行っておりま
す。

(3) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

(4) 会計監査人との責任限定契約に関する事項
当社と会計監査人に関する責任限定契約は、定款上認めておりません。

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定します。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目等に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査役会が選定した監査役は、解任後、最初に招集される株主総会において、会計監査人を
解任した旨及びその理由を報告いたします。
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6 会社の体制及び方針
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
a 経営理念、経営方針の周知徹底に努め、取締役及び使用人が日々実践していくことで、
業務遂行上においての法令及び定款の遵守を徹底するものとする。

b コンプライアンス委員会、稟議制度、内部監査室及び顧問弁護士からの助言等により
コンプライアンス体制を構築し、コンプライアンスの遵守状況や事業上のリスクの把握
に努め、コンプライアンスの実効性を確保するものとする。

c 社外取締役及び社外監査役を設置して、取締役の職務の執行に対する牽制及び監督機
能の向上を図り、コーポレート・ガバナンスの強化に努めるものとする。

d 内部監査により、使用人の法令、定款及び社内規程等の遵守状況を確認し、必要に応
じて是正を講じるものとする。

e 内部通報制度を設けるほか、コンプライアンスに関する教育研修を実施して、コンプ
ライアンス体制の充実に努めるものとする。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
a 文書管理規程及び情報資産管理規程に基づき、取締役の職務の執行に係る情報を保
存・管理するものとする。

b 取締役及び監査役は必要に応じて上記の情報を閲覧できるように、閲覧環境を整備す
るものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
a リスク管理規程を整備して、潜在的なリスクの早期発見及び事故・不祥事等に対する
迅速かつ適切な対応を図るものとする。

b 経営上や業績に重大な影響を与える恐れのあるリスクについて、その発生を未然に防
ぐため、リスク管理委員会において十分な審議を行い、その結果を取締役会に報告する
ものとする。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
a 取締役会は、原則として毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、
取締役の職務執行を監督するものとする。

b 取締役は、その執行状況を取締役会に報告するものとする。
c 組織規程、業務分掌規程及び職務権限規程等の規定に基づき、業務執行の責任体制と
業務プロセスを明確にすることにより、取締役の職務執行が効率的かつ迅速に行える体
制を構築するものとする。

d 経営会議を設置し、役職員が経営情報を可能な限り共有するとともに、予実管理を徹
底して、取締役の職務執行の効率性及び実効性の向上に努めるものとする。

⑤ 当社における業務の適正を確保するための体制
当社は、会社全般にわたる職務遂行の適正を確保するため、代表取締役社長直属の内部

監査室を設置し、内部監査規程に基づき、内部監査を実施するものとする。また、内部監
査室は適宜、監査役及び会計監査人と情報交換を行い、効率的な内部監査を実施するもの
とする。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当社は監査役と協議の

上、必要に応じ、監査役の職務を補助すべき使用人を置くものとする。

⑦ 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

a 監査役の職務を補助すべき期間中の指揮権は、監査役に委譲されたものとして、取締
役の指揮命令は受けないものとする。

b 当該使用人の人事については、監査役の同意を得ることとし、取締役からの独立性を
確保するものとする。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び当該報告をしたことを理由として
不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

a 監査役は、取締役会のほか経営会議など重要な会議に出席し、取締役及び使用人から
職務執行状況の報告を求めることができるものとする。

b 取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて、必要な報告及び情報提供を行うものと
する。
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c 取締役及び使用人は、監査役会の定めに従い、監査役からの業務執行に関する事項の
報告を求められた場合には、速やかに報告するものとする。

d 取締役及び使用人が、監査役へ報告したことを理由とする不利な取扱いを受けないこ
とを保障するものとする。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行に必要な費用については、当該監査役の職務の執行に必要でな

いと認められた場合を除き、速やかにこれに応じるものとする。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
a 監査役は、定期的に代表取締役社長と意見交換を行うものとする。また、必要に応じ
て他の取締役及び重要な使用人からヒアリングを行うものとする。

b 監査役は、経営会議などの重要会議に出席し、意見を述べることができるものとする。
c 監査役は定期的に内部監査室及び会計監査人と情報交換を行う等、相互の連携を図り、
監査の実効性を確保するよう努めるものとする。

d 監査役は、監査業務に必要と判断した場合は、弁護士、公認会計士、その他専門家の
意見を聴取できるものとする。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本方針
a 基本方針を整備し、反社会的勢力との取引関係を含めて一切の関係を持たず、また、
反社会的勢力による不当要求は一切を拒絶するものとする。

b 反社会的勢力排除規程に基づき、反社会的勢力の排除に向けた体制の整備、運用を図
るものとする。

⑫ 財務報告の信頼性を確保するための体制
a 財務報告に係る内部統制の整備及び運用を行うとともに、金融商品取引法及びその他
の関係法令等を遵守して、財務報告の信頼性を確保するための体制の充実を図るものと
する。

b 内部監査による継続的なモニタリングにより、財務報告の適正性の確保に努めるもの
とする。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 取締役会
当社の取締役会は取締役７名（うち社外取締役３名）により構成されており、取締役会

規程に則り、毎月１回の定時取締役会の他、必要に応じて臨時取締役会を開催し、業務を
執行するとともに、取締役間で相互に職務の執行を監督しております。取締役会には監査
役も出席し、必要に応じて意見陳述を行っております。
また、書面決議により意思決定を迅速に行うことで職務執行の効率化を図っておりま

す。

② 監査役会
当社は監査役会設置会社であり、監査役４名（うち社外監査役３名）により構成されて

おります。
監査役会は毎月１回開催されているほか、必要に応じて臨時に開催しており、その他、

取締役会など会社の重要な会議に出席して、職務の執行及び企業経営の適法性を監視して
おります。監査役及び監査役会は、監査計画に基づく監査役監査を実施するとともに、毎
月開催される監査役会においては、取締役からの意見聴取、資料閲覧などを通じて得た事
項につき協議しております。また、内部監査室及び会計監査人との連携に努めておりま
す。

③ 経営会議
当社は、代表取締役社長の直下に経営会議を設置しております。経営会議は取締役と各

部門長の他、必要に応じて代表取締役社長が指名する者が参加し、毎月２回開催しており
ます。
経営会議は取締役会の諮問機関として、経営計画の達成及び会社業務の円滑な運営を図

ることを目的として機能しております。具体的には、取締役会の決定した基本方針に基づ
いて各業務の執行方針及び計画並びに重要な業務の実施に関する事項を協議しておりま
す。また、各部門から業務執行状況及び事業実績の報告がなされ、月次業績の予実分析と
審議が行われております。加えて、重要事項の指示・伝達の徹底を図り、認識の統一を図
る機関として機能しております。
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④ 指名・報酬委員会
当社は、任意の指名・報酬委員会を設置しており、社外取締役が委員長を務め、かつ過

半数は社外取締役によって構成されております。取締役の指名・報酬等に関する手続きの
公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレート・ガバナンスの充実を図っております。

⑤ コンプライアンス委員会
当社はコンプライアンス委員会を設置しており、代表取締役社長を委員長として部門を

統括する取締役、執行役員及び部長により構成されております。
コンプライアンス委員会は職務権限上の意思決定機関ではありませんが、コンプライア

ンスは当社にとって重要であると認識していることからコンプライアンス規程にて、当社
としてのコンプライアンスの方針、体制、運用方法等を定めた上で、コンプライアンス委
員会を四半期に１回開催しております。
コンプライアンス委員会は、コンプライアンスの推進のための施策及び法令違反に対す

る未然防止策の協議並びに全従業員に対する法令遵守意識の浸透と徹底を図ることを目的
とした機関として機能しております。

⑥ リスク管理委員会
当社はリスク管理委員会を設置しており、代表取締役社長を委員長として部門を統括す

る取締役、執行役員及び部長により構成されております。
情報漏えい、災害対応をはじめとする、当社経営を取り巻くリスクに対応する予防策を

検討するため、リスク管理委員会を四半期に１回開催しております。
リスク管理委員会は、必要な業務ルールを見直し、情報システムの整備、社員教育の徹

底等の活動を行っております。

⑦ 内部監査室
当社は、代表取締役社長直轄の内部監査室を設置しております。内部監査室は、会計監

査及び業務監査を実施し、代表取締役社長に監査結果を報告しております。是正・改善が
必要な場合は、必要に応じて代表取締役社長を通して被監査部門への是正・改善指示を行
い、内部牽制機能の強化を図っております。
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(3) 株式会社の支配に関する基本方針
当社は、現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、特に定めて

おりません。

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様への利益還元を重要課題の一つとして認識し、経営基盤、財務体質強

化に向けた内部留保の確保に留意しつつ、財務状況及び業績等を総合的に勘案し、継続的に
安定した配当を実施することを基本方針としております。
しかしながら、当期の期末配当につきましては、財務状況及び当期の業績等を勘案いたし

まして、誠に遺憾ながら無配とさせていただきました。
早期の業績の回復と復配に向けて、引き続き全社をあげて取り組んでまいりますので、株

主の皆様には、何卒ご理解ご了承賜りますようお願い申し上げます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。比率は特段の注記がない限

り、表示未満の数値を四捨五入して表示しております。
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貸借対照表（2026年６月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額
（資産の部）
流動資産 1,504,069
現金及び預金 692,898
電子記録債権 2,886
売掛金及び契約資産 496,838
リース投資資産 78,853
商品 167,272
仕掛品 8,752
前払費用 39,373
その他 17,193

固定資産 494,466
有形固定資産 20,282
建物 1,409
工具、器具及び備品 18,873

無形固定資産 420,278
ソフトウエア 304,159
ソフトウエア仮勘定 116,118

投資その他の資産 53,905
出資金 160
敷金及び保証金 6,792
長期前払費用 8,622
繰延税金資産 38,305
その他 25

資産合計 1,998,536

科 目 金 額
（負債の部）
流動負債 1,182,268
買掛金 30,166
短期借入金 623,500
１年内返済予定の長期借入金 245,736
未払金 106,396
未払費用 27,114
未払法人税等 8,920
預り金 19,178
契約負債 87,998
事業所閉鎖損失引当金 905
その他 32,352

固定負債 461,485
長期借入金 461,485

負債合計 1,643,754
（純資産の部）
株主資本 354,781
資本金 440,872
資本剰余金 324,472
資本準備金 324,472

利益剰余金 △410,393
利益準備金 1,520
その他利益剰余金 △411,913
繰越利益剰余金 △411,913

自己株式 △168
純資産合計 354,781
負債・純資産合計 1,998,536
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損益計算書（2025年７月１日から2026年６月30日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額

売上高 2,252,030

売上原価 1,519,771

売上総利益 732,258

販売費及び一般管理費 662,885

営業利益 69,373

営業外収益

受取利息 1,019

販売手数料 3,668

助成金収入 2,928

その他 779 8,395

営業外費用

支払利息 26,104

支払手数料 15,000

訴訟関連費用 1,490

その他 1,675 44,271

経常利益 33,498

税引前当期純利益 33,498

法人税、住民税及び事業税 1,413

法人税等調整額 △38,305 △36,892

当期純利益 70,390
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株主資本等変動計算書（2025年７月１日から2026年６月30日まで）
（単位：千円）

株主資本

資本金 新株式申込
証拠金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 433,459 450 317,059 317,059 1,520 △482,303 △480,783

当期変動額
新株の発行（新株
予約権の行使） 1,455 △450 1,455 1,455
新株の発行（譲渡
制限付株式報酬） 5,958 5,958 5,958

当期純利益 70,390 70,390

当期変動額合計 7,413 △450 7,413 7,413 − 70,390 70,390

当期末残高 440,872 − 324,472 324,472 1,520 △411,913 △410,393

株主資本
純資産合計

自己株式 株主資本合計

当期首残高 △168 270,015 270,015

当期変動額
新株の発行（新株
予約権の行使） 2,460 2,460
新株の発行（譲渡
制限付株式報酬） 11,916 11,916

当期純利益 70,390 70,390

当期変動額合計 − 84,766 84,766

当期末残高 △168 354,781 354,781
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個別注記表

重要な会計方針
1. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
（1）商品 月別総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）
（2）仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定）

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。但し、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備につい
ては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 10〜13年
工具、器具及び備品 ４〜10年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエア
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

3. 引当金の計上基準
事業所閉鎖損失引当金 事業所閉鎖に伴い発生すると見込まれる損失に備えるため、損

失発生見込額を計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準
当社は以下の５ステップを適用することにより収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。
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当社における主要な収益認識基準は、以下のとおりです。
（1）収益認識基準

① ペイメントインテグレーション事業
主に、受注制作ソフトウエアに係る開発案件のサービスの提供、システム機器販売、ライ

センス販売があります。
受注制作ソフトウエアに係る開発案件に係る収益については、一定の期間にわたり履行義

務が充足されると判断し、コストに基づくインプット法を適用して履行義務の充足に係る進
捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、プロジェクトの見積原価総額に対
する事業年度末までの発生原価の割合に基づき算定しております。また、履行義務の充足に
係る進捗率の合理的な見積りができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合
は、原価回収基準にて収益を認識しております。なお、契約における取引開始日から完全に
履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い受注制作ソフトウエア開発案件
については、代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義
務が充足された時点で収益を認識しております。
システム機器販売に係る収益については、顧客による商品の検収により、当該商品に対す

る支配が移転し履行義務が充足されることから、商品を顧客が検収した時点で収益を認識し
ております。
ペイメントインテグレーション事業に含まれるライセンス販売に係る収益については、契

約上、知的財産を使用する権利を顧客に付与する場合は、一時点で充足される履行義務とし
て処理し、顧客がライセンスを使用して当該知的財産からの便益を享受できるようになった
時点で収益を認識しております。また、アクセス権の場合には、顧客との契約期間に基づき
一定期間にわたり収益を認識しております。
なお、収益は顧客との契約において約束された金額で測定しており、対価は履行義務充足

時点から１年以内に受領しており、重要な金利要素は含んでおりません。
② ペイメントサービス事業
主に、決済ASPサービス、保守運用サービス、サブスクリプションサービスの提供があり

ます。
決済ASPサービス、保守運用サービス及びサブスクリプションサービスのうち継続的なサ

ービスの提供については、契約期間にわたって顧客へのサービス提供体制を維持する必要が
あることから、顧客との契約に基づいて一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断
し、一定の期間にわたり収益を認識しております。
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サブスクリプションサービスのうちシステム機器貸与に係る収益については、リース会計
基準に基づき収益を認識しております。
なお、収益は顧客との契約において約束された金額で測定しており、対価は一部の取引に

おいて前払を受ける場合がありますが、履行義務充足時点から１年以内に受領しており、重
要な金利要素は含んでおりません。

（2）ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

1. 一定の期間にわたり履行義務を充足し認識した収益における原価総額の見積り
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度に進捗度に応じて計上した受注制作ソフトウエア開発案件の売上高
183,794千円

なお、ペイメントインテグレーション事業において一定期間にわたり移転される財又は
サービスの金額は300,657千円であり、上記はそのうち、契約における取引開始日から完
全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い開発案件を除いた金額で
あります。

（2）会計上の見積りの内容について、計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

受注制作ソフトウエア開発に係る開発案件（契約における取引開始日から完全に履行義
務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い開発案件を除く）については、一定
の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、コストに基づくインプット法を適用して
履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。その進捗度の測定は、プ
ロジェクトの見積原価総額に対する事業年度末までの発生原価の割合に基づき算定してお
ります。
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② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
受注制作ソフトウエアに係る収益認識における重要な見積りにおいて、原価総額の見積

りが必要となります。見積原価総額の算定においては、将来必要と見込まれる工数、外注
費を主要な仮定としております。将来必要と見込まれる工数、外注費は、プロジェクトご
とに類似契約の過去の実績等を参考に、個別の積上げにより算定しております。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
受注制作ソフトウエアはその仕様が顧客の要求に基づいて定められており、プロジェク

トごとの個別性が強く、契約時に予見できなかった仕様変更や不具合の発生等による作業
工程の遅れ等により見積原価総額が変動することがあります。見積原価総額に変更が生じ
た場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

2. 棚卸資産（商品）の評価
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

商品 167,272千円
棚卸資産（商品）評価損 23,300千円

（2）会計上の見積りの内容について、計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

棚卸資産（商品）の評価については、月別総平均法による原価法(貸借対照表価額は収
益性の低下による簿価切下げの方法)により算定しております。また、営業循環過程から
外れた滞留在庫については、収益性の低下の事実を反映するように、個別に将来の販売可
能性を考慮し、販売が困難と判断した場合には、帳簿価額の切下げ対象となる在庫を識別
し、処分見込価額まで帳簿価額を切り下げる方法を採用しております。

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
仕入日から一定期間を超える商品については、その大部分が得意先から入手した受注内

示情報により将来の販売が確実であると見込んでおりますが、一部については個別に得意
先からの受注見込等について検討したうえで、販売可能性を判断しているため、主要な仮
定は得意先からの受注見込であります。
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③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
得意先からの受注見込は一定の仮定と判断を含むため、不確実性を伴い、将来の経済環

境の変動による影響を受ける可能性があり、受注見込が実際の受注と異なった場合、翌事
業年度の計算書類において、損失が発生する可能性があります。

貸借対照表に関する注記
1. 有形固定資産の減価償却累計額 349,052千円

2. 当座貸越契約及びコミットメントライン契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及びコミットメントラ

イン契約を締結しております。
これらの契約に基づく事業年度末における借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 550,000千円
借入実行残高 550,000千円

差引額 ー千円

3. 関係会社に対する金銭債権債務
売掛金 209,488千円
１年内返済予定の長期借入金 98,164千円
未払費用 84千円
長期借入金 297,659千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 180,901千円
販売費及び一般管理費 390千円
営業取引以外の取引高 8,852千円
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株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 2,508,160 30,900 − 2,539,060

（変動事由の概要）
新株予約権の権利行使に伴う新株の発行による増加 12,400株
譲渡制限付株式報酬としての新株の発行による増加 18,500株

2. 自己株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 717 1,300 − 2,017

（変動事由の概要）
譲渡制限付株式の無償取得による増加 1,300株

3. 配当に関する事項
該当事項はありません。

4. 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）
の目的となる株式の種類及び数
普通株式 47,600株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
繰越欠損金 202,767千円
減価償却超過額 48,639千円
商品評価損 16,345千円
未払賞与否認 15,538千円
未払社会保険料 2,489千円
敷金償却否認 2,646千円
未払事業税 2,333千円
その他 2,058千円

繰延税金資産小計 292,818千円
評価性引当額 △254,513千円
繰延税金資産合計 38,305千円
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金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については銀行等金
融機関からの借入れによる方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である電子記録債権、売掛金及び契約資産、リース投資資産は、顧客の信用リス

クに晒されております。営業債務は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。
借入金は、主に運転資金調達を目的としたものであります。このうち一部は、金利変動リ

スクに晒されております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社は営業債権について、当社の与信管理規程に従い、主要な取引先の状況を定期的
にモニタリングし、取引先ごとの期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化
等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
必要に応じて、金利条件の見直しや借換えを行うことで金利変動にかかる市場リスク

を管理しております。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰り計画を作成・更新する
とともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2026年６月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、 次のと

おりであります。なお、市場価格のない株式等は、含めておりません（（注１）を参照くださ
い。）。また、現金及び預金、電子記録債権、売掛金及び契約資産、買掛金、短期借入金、未払
金及び預り金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略し
ております。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時価 差額

リース投資資産 78,853 77,657 △1,196

資産計 78,853 77,657 △1,196

長期借入金（※） 707,222 701,798 △5,423

負債計 707,222 701,798 △5,423
（※）１年内返済予定の長期借入金を含めております。

（注１）市場価格のない株式等
（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

出資金 160

合計 160

（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

リース投資資産 38,041 38,023 3,854 59 − −

（注３）長期借入金の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 245,736 202,553 153,136 105,795 − −
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3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3

つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定
した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。

（１）時価をもって貸借対照表計上額とする金融商品
該当事項はありません。

（２）時価をもって貸借対照表計上額としない金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

リース投資資産 − 77,657 − 77,657

資産計 − 77,657 − 77,657

長期借入金 − 701,798 − 701,798

負債計 − 701,798 − 701,798

（※）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
リース投資資産の時価については、一定の期間ごとに、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な

指標を元に割り引いた現在価値により算定しており、レベル２に分類しております。
長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で金利を見直していることから、時価は帳簿価額に近似し

ているため当該帳簿価額によっており、レベル２に分類しております。固定金利によるものは、元利金の合計額
を借入期間に応じた利率で割り引いた現在価値で算定しており、レベル２に分類しております。
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関連当事者との取引に関する注記
親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

種類 会社等の名
称又は氏名

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者との
関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

その他の
関係会社

㈱トランザ
クション・
メディア・
ネットワー
クス

被所有
直接
24.76

・資本業務提携
・役員の兼任
・営業取引
・資金の借入

受託開発取引 180,901 売掛金 209,488

借入の返済 96,241 1年内返済予定
の長期借入金

98,164

長期借入金 297,659

利息の支払 8,852 未払費用 84

（注）１．営業取引については、一般の取引条件と同様に決定しております。
２．資金の借入利率については、市場金利を勘案して決定しております。
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収益認識に関する注記
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
報告セグメント

合計ペイメントインテグレ
ーション事業

ペイメントサービス事
業

一時点で移転される財又はサービス 919,405 − 919,405

一定期間にわたり移転される財又は
サービス 300,657 1,029,558 1,330,216

顧客との契約から生じる収益 1,220,063 1,029,558 2,249,622

その他の収益（注） − 2,407 2,407

外部顧客への売上高 1,220,063 1,031,966 2,252,030

（注）その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づくリース収益等でありま
す。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表 重要な会

計方針 ４.収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してお
ります。
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3. 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
（１）契約資産及び契約負債の残高等

(単位：千円)
当事業年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 318,355 455,531

契約資産 55,538 44,193

契約負債 13,048 87,998

契約資産は、主に受注制作ソフトウエア開発など成果物の引渡し義務を負う契約について、
期末日時点で履行義務を充足しているが未請求の対価に対する当社の権利に関するものであり
ます。契約資産は、対価に対する当社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた
債権に振り替えられます。
契約負債は、主にシステムの保守運用サービスの提供や、機器の販売、利用期間のあるライ

センスの販売など、継続して役務の提供を行う契約について、顧客から受け取った前受金及び
前受収益に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当事業年度に認識された収益の額のうち期首の契約負債残高に含まれていた額は、6,228千

円であります。
当事業年度において、契約資産の増減は、主として収益認識（契約資産の増加）と、売上債

権への振替（同、減少）により生じたものであります。
当事業年度において、契約負債の増減は、主として前受金の受取り（契約負債の増加）と収

益認識（同、減少）により生じたものであります。
当事業年度において、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した収

益の影響は軽微であります。
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（２）残存履行義務に配分した取引価格
当社においては、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客との契

約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 139円84銭
１株当たり当期純利益 27円84銭

重要な後発事象に関する注記
（資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分）
当社は、2026年８月14日開催の取締役会において、2026年９月25日開催予定の第31期定

時株主総会に、資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分について付議することを決
議いたしました。

１．資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分の目的
繰越利益剰余金の欠損を填補し、財務体質の健全化を図ることで機動的かつ柔軟な資本政策及

び株主還元策の実施に備えること等を目的として、資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余
金の処分を行うものであります。

２．資本金及び資本準備金の額の減少の内容
会社法第447条第１項及び会社法第448条第１項の規定に基づき、以下のとおり資本金及び資

本準備金の額を減少し、これらをその他資本剰余金に振り替えるものです。
(1) 減少する資本金及び資本準備金の額

資本金 340,872,250円
資本準備金 69,521,700円

(2) 資本金及び資本準備金の額の減少の方法
発行済株式総数の変更は行わず、減少する資本金及び資本準備金の額の全額をその他資本
剰余金に振り替えいたします。

３．剰余金の処分の内容
会社法第452条の規定に基づき、上記の資本金及び資本準備金の額の減少の効力発生を条件
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に、以下のとおりその他資本剰余金を繰越利益剰余金に振り替えることで、欠損填補に充当いた
します。これにより、振替後の繰越利益剰余金の額はマイナス1,520,000円となります。
(1) 減少する剰余金の項目及びその額

その他資本剰余金 410,393,950円
(2) 増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 410,393,950円

４．資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分の日程
(1) 取締役会決議日 2026年８月14日
(2) 株主総会決議日 2026年９月25日
(3) 債権者異議申述公告日 2026年９月28日（予定）
(4) 債権者異議申述最終日 2026年10月28日（予定）
(5) 効力発生日 2026年10月31日（予定）
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

２０２６年８月２１日
株式会社ジィ・シィ企画
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 田 裕 一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鯉 沼 里 枝

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ジィ・シィ企画の２０２５年７

月１日から２０２６年６月３０日までの第３１期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について
監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年７月１日から2026年６月30日までの第31期事業年度における取締役の職務の執行
に関して各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統
制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人と協議
を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年８月28日
株式会社ジィ・シィ企画 監査役会
常勤監査役 小 坂 大 輔 ㊞
社外監査役 中 村 敏 宏 ㊞
社外監査役 齋 藤 浩 史 ㊞
社外監査役 阿 部 通 子 ㊞

以 上
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最新のAndroid決済端末を豊富に取り揃え、 幅広いビジネスシーンに対応。 POSレジやサイネージ
機能を搭載し、 端末一台で複数の機能が完結。 さらに、 大型のタッチパネルが操作性を大幅に向上
させ、 よりスムーズな決済取引を実現します。

Android決済端末のラインアップを拡充
－お客様のビジネスに最適なソリューションをご提供－
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交通のご案内

!

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

株主総会会場ご案内図
会場 千葉県佐倉市新町210

佐倉市立美術館　４階 ホール

株主総会にご出席の株主様へのお土産はございません。

ご来場に当たりサポートが必要な方は、事前にお電話で
ご連絡ください。
株式会社ジィ・シィ企画　総務人事部
TEL 043-464-3348

成田 ▶◀ 船橋

八街 ▶◀ 千葉

三井住友銀行
佐倉高等学校

佐倉市
ヤングプラザ

二番町バス停 佐倉市立美術館
バス停

佐倉市役所

佐倉警察署

千葉県印旛
合同庁舎

京成本線

JR総武本線

高崎川

京成佐倉駅
南口

北口

佐倉市立美術館

JR佐倉駅

【京成本線をご利用の場合】
・京成佐倉駅南口より　徒歩８分
南口階段を下りてバスターミナルを越え、正面の
坂をのぼった突きあたりが美術館です。
・京成バス千葉イースト３番のりば
JR佐倉駅方面行「第三工業団地行」約５分、
「佐倉市立美術館」バス停下車  徒歩０分

【JR総武線快速をご利用の場合】
・JR佐倉駅北口より 徒歩20分
・京成バス千葉イースト１番のりば
「京成佐倉駅行」「田町車庫行」約10分、
「二番町」バス停下車  徒歩１分

【お車をご利用の場合】
美術館の道をはさんで向かい側にある「夢咲くら館」
の駐車場をご利用ください。

※駐車スペースに限りがございますので、
　なるべく公共交通機関をご利用いただきます
　よう、お願い申し上げます。

国道296号

成田街道

国
道
2
9
6
号


